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第１章 計画の考え方 

１ 計画の基本理念 

豊かで活力ある社会を構築していくためには、市民の安全と安心を確保していくこと

が極めて重要です。 

交通安全の確保は、安全で安心な社会の実現を図っていくために重要な要素である

ことから、昭和４６年以降、町村合併をはさんで８次にわたり「交通安全計画」を作成し、

市及び県・関係行政機関等が一体となって各種の施策を推進してきました。 

交通事故の発生件数は、昭和４７年には３００件発生していたものが、昭和５７年には 

９９件まで減少したものの、その後増加傾向を示し、平成４年には２９０件まで増加しまし

た。その後増減を繰り返し、近年の状況では平成１８年の２４７件から減少傾向にあり、

平成２２年では１４５件まで減少しています。 

こうした背景には、道路交通法等の一部改正による飲酒運転等の厳罰化、シートベ

ルト着用率向上のほか、交通安全指導の普及徹底、道路交通環境整備、車両の安全

性確保等が効果を発揮したと考えられます。 

今後、交通安全対策を効果的に推進するためには、交通情勢の変化に適切に対応

して、実効性のある対策を計画的、重点的に実施していく必要があります。 

第９次阿賀野市交通安全計画は、人命尊重の理念に立って、安全な交通社会の形

成に向けて、市をはじめ関係機関・団体と市民が一体となって、安心して外出したり移

動したりできる安全で安心な阿賀野市を築きあげていくために策定するものです。 

 

２ 計画の性格・期間等 

ア この計画は、阿賀野市交通安全対策会議が県の第９次交通安全基本計画に基づき策

定するもので、策定に当たっては本市の実情に合ったものになるよう配慮しました。 

イ この計画は、本市における陸上交通の安全に関する施策を、総合的かつ計画的に推進

するための大綱を定めたものです。 

ウ この計画の期間は、平成２３年度から平成２７年度までの５年間を期間とします。 
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第２章 交通事故等の現状 

１ 道路交通事故の推移と現状 

本市の交通事故は、戦後、高度成長の進展とともに、自動車保有台数が急増したこ

となどにより、増加の一途を辿りました。特に、昭和４７年には交通事故件数は３００件、

傷者３５８人を数えましたが、各地区において交通安全計画を策定し、交通安全対策を総

合的かつ強力に推進した結果、徐々に減少し、昭和５７年には事故件数９９件、傷者１７１人

まで減少しました。 

しかしながら、その後発生件数、死傷者数は再び増加傾向を辿り、平成４年には事故

件数２９０件、死者１５人、傷者３４６人と激増しています。その後減少傾向をたどり、平成

２２年には発生件数は１４５件と平成に入ってから最少となり、死者数も平成２０年から３

年連続で１人と統計の残る昭和３６年以降最少となっています。 

 

[阿賀野市における過去５年間の交通事故発生状況] 

区分 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 

発生件数 247 222 175 170 145 

死者数 2 7 1 1 1 

負傷者数 319 285 218 200 186 

 

死
者
数
（人
）

発
生
件
数
（件
）・傷
者
数
（人
）

阿賀野警察署管内交通事故発生状況

件数

傷者数

死者数
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２ 踏切事故の現状 

阿賀野市では、過去５年間、踏切事故（鉄道の運転事故のうち、踏切障害及びこれ

に起因する列車事故をいう。）は発生していません。踏切事故は、一度発生すると被害

が極めて大きいことから、踏切道の改良等の安全対策の積極的な推進が必要です。 
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第３章 交通安全計画における課題と目標 

１ 重点課題 

（１）高齢者の交通事故防止 

阿賀野市では、高齢者が関与する事故件数は年々減少しているものの、全事故数に

占める割合は増加しており、平成２２年は５７件で全体の３９%と県平均の３２%よりも割合

が高くなっています。また、高齢者が加害者になる事故は３２件で全体の２２%と県平均

の約１７%よりも割合が高くなっています。 

今後も高齢化が進むことを踏まえ、高齢者が安全に、かつ、安心して外出したり移動

したりできるような交通社会の形成が必要です。 

高齢者は、歩行中や自転車乗車中の事故での致死率が高いことから、これらの点に

重点を置き、参加・体験・実践型の交通安全教育の推進が必要です。 

また、今後、高齢ドライバーが大幅に増加することに伴い、高齢者が事故を起こさな

いようにするため、道路標識の高輝度化や、運転機能の低下を自覚できる体験型の交

通安全教育を広く推進していく必要があります。 

〔阿賀野市の高齢者事故の年別推移〕 

区  分 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 

死者数 2 人 7 人 1 人 1 人 1 人 

うち高齢者 0 人 4 人 0 人 1 人 1 人 

高齢者事故 

(全事故数に占める割合) 

62 件 

(25.1%) 

76 件 

(34.2%) 

60 件 

(34.3%) 

59 件 

(34.7%) 

57 件 

(39.3%) 

高齢者加害事故 

(全事故数に占める割合) 

35 件 

(14.2%) 

41 件 

(18.5%) 

29 件 

(16.6%) 

33 件 

(19.4%) 

32 件 

(22.1%) 

 

〔阿賀野市の高齢化率〕（3月 31 日現在） 

 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 

高齢化率 24.1% 24.7% 25.0% 25.4% 25.7% 25.7% 

65 歳以上人口 11,698 人 11,763 人 11,815 人 11,898 人 11,963 人 11,830 人 

人口 48,136 人 47,672 人 47,302 人 46,925 人 46,571 人 46,056 人 
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（２）歩行者及び自転車の安全確保 

平成１８年から平成２２年までの阿賀野市の交通事故による死者１２人のうち、歩行者

が５人、自転車乗用中が２人で、合計では死者数全体の５８％を占めています。全事故

に占める割合は歩行者事故、自転車事故を合わせても２５％に満たないのに対し、ひと

たび事故が発生すると、けがの度合いが大きくなり、死亡事故につながる割合が高くな

ることがわかります。 

安全で安心な社会の実現を図るためには、自動車と比較して弱い立場にある歩行者

の安全を確保することが必要不可欠であり、特に、高齢者や子どもにとって身近な道路

の安全性を高めることがより一層求められています。 

そのため、人優先の考えの下、通学路、生活道路、市街地の幹線道路等において歩

道の整備等による歩行空間の確保を一層積極的に進めるなど、歩行者の安全確保を

図る対策を推進していく必要があります。 

また、自転車については、自動車と衝突した場合には被害を受ける反面、歩行者や

自転車同士で衝突した場合には加害者となる可能性があるため、それぞれの対策を講

じる必要があります。 

自転車の安全利用を促進するためには、自転車利用者については、自転車の交通

ルールに関する理解が不十分な場合もあり、ルールやマナーに違反する行動が多いこ

とから、交通安全教育等の充実を図る必要があります。 

〔阿賀野市の交通事故死傷者数うち歩行者と自転車乗用中の占める割合〕 

 区 分 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 

死
者
数 

歩行者事故 0 人 3 人 1 人 1 人 0 人 

自転車事故 0 人 2 人 0 人 0 人 0 人 

合 計 0 人 5 人 1 人 1 人 0 人 

全死者比 0% 71.4% 100% 100% 0% 

事
故
件
数 

歩行者事故 15 件 19 件 16 件 13 件 10 件 

自転車事故 28 件 24 件 25 件 28 件 13 件 

合 計 43 件 43 件 41 件 41 件 23 件 

全事故に占める割合 17.4% 19.4% 23.1% 24.1% 15.9% 
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（３）シートベルト着用の徹底 

自動車乗車中の死亡事故について、シートベルト着用者の割合は低い状態であり、

シートベルトを着用していれば死亡に至らなかったケースもあります。 

また、一般道での調査結果では、新潟県は、運転席、助手席の着用率は若干全国

平均を下回り、後部座席は全国平均を１８．７ポイント上回っているものの、５１．８％と低

い状態となっています。 

阿賀野市で実施した一般道での運転席の着用調査結果では、平均で９０．４％と県

数値を下回っています。 

このため、交通指導取締りを強化するとともに、交通安全教育や広報活動を通じて、

シートベルト着用の効果についての理解を深め、交通事故の被害軽減を図る必要があ

ります。 

また、チャイルドシートについても同様に使用率向上を図り、乳幼児の被害軽減を図

ることが必要です。 

 

〔新潟県の一般道におけるシートベルト着用率〕  

区 分 運転席 助手席 後部座席 

新 潟 県※１ 96.5% 91.4% 51.8% 

全国平均※１ 97.3% 92.2% 33.1% 

阿賀野市※２ 90.4% － － 

※１ 平成２２年１０月に警察庁と社団法人日本自動車連盟の合同調査。 

※２ 平成２２年６～１０月で計５回実施した平均値。財団法人阿賀野市交通安全協会調査。 

 

［チャイルドシートの使用率］ 平成２２年４月調査  

新 潟 県 39.3% 

全国平均 56.8% 

      （警察庁と社団法人日本自動車連盟の合同調査による） 

 

 （４） 飲酒運転の根絶 

阿賀野市では、平成２２年中の飲酒運転による交通事故発生件数は４件で、平成１９

年に罰則が強化されたにも関わらず増加しています。 

悪質、危険な飲酒運転をなくすため、飲酒運転の危険性を体験できる飲酒状態危険

性体験メガネ等を活用しての各種運動や広報啓発を引き続き推進するとともに、交通安
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全協会、酒類提供飲食店等と連携し、地域や職場等における飲酒運転根絶の取り組

みを更に進め「飲酒運転をしない、させない」という規範意識の確立を図る必要がありま

す。 

また、指導取締り体制を充実し、取締りにより飲酒運転常習者を道路交通の場から排

除し、飲酒運転の根絶に向けた取り組みを推進する必要があります。 

〔飲酒運転による交通事故発生状況〕 

区 分 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 

阿賀野市 

発生件数 2 件 1 件 1 件 3 件 4 件 

死 者 数 0 人 1 人 0 人 0 人 0 人 

負傷者数 2 人 0 人 2 人 3 人 5 人 

新潟県 

発生件数 245 件 133 件 139 件 126 件 127 件 

死 者 数 19 人 13 人 13 人 13 人 9 人 

負傷者数 320 人 154 人 174 人 154 人 156 人 

 

 

２ その他の分野別課題 

阿賀野市の平成２２年中の死者数は１人、事故件数は１４５件であり、１８６人が負傷し

ています。 

交通事故による死者数を減少させることはもとより、これらの交通事故そのものを減少

させ、「安心して歩ける、安心して走れる阿賀野市」を目指し、次の施策を推進していき

ます。 

 （１）道路交通の分野別施策 

   ○ 道路交通環境の整備 

   ○ 交通安全教育の普及徹底 

   ○ 安全運転の確保 

   ○ 車両の安全性の確保 

   ○ 道路交通秩序の維持 

   ○ 救助・救急活動の充実 

   ○ 交通事故被害者支援の推進 

 （２）踏切道における交通の安全 

３ 第９次阿賀野市交通安全計画における目標 
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○平成２７年までに年間の交通事故による死者数をゼロにすることを目標とします。 

第８次阿賀野市交通安全計画では、「交通事故発生件数の増加傾向に歯止めをか

け、特に死亡事故の防止には格段の意を注ぎつつ、交通事故による死傷者数を限りな

くゼロに近づけ、市民を交通事故の脅威から守る。」ことを目標として、諸施策を実施し

てきました。 

その結果、交通事故発生件数は平成１７年の２４７件から年々減少し、平成２２年には

１４５件と５年間で４割減少しました。また、交通事故による死者数も平成２０年・２１年・２

２年と３年連続で１人となっています。 

このことから、交通安全計画に基づき実施してきた施策は、一定の効果があったもの

と考えられます。 

関係機関・団体と連携を図り、今後さらに事故そのものの減少や死傷者数の減少にも

一層積極的に取り組み、平成２７年までに年間の死傷者を１３０人以下とすることを目指

します。 
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第４章 課題解決に向けた施策の展開 

１ 重点施策 

（１） 高齢者の交通事故防止 

○平成２７年までに高齢者事故件数５０件以下を目指します。 

高齢者の事故死者を抑止するために、交通安全施設をはじめ、歩道や道路照明の

整備等、道路交通環境を整備するとともに、高齢者に対する参加・体験・実践型の交通

安全教育を推進して高齢者事故件数５０件以下を目指します。 

 

（２）歩行者及び自転車の安全確保 

○平成２７年までに歩行者及び自転車乗用中の交通事故件数２０件以下を目指しま

す。 

歩行者と自転車乗用車の安全確保のために、歩行者及び自転車の安全で快適な通

行のための環境整備、事故防止のための道路使用・占用の適正化や身近な道路の安

全性を高めるための交通安全教育等の充実を図り、歩行者及び自転車乗用中の交通

事故件数を減少させ２０件以下にすることを目指します。 

 

（３）シートベルト及びチャイルドシート着用の徹底 

○平成２７年までに一般道路での運転席のシートベルト着用率を９５%以上、及び後

部座席のシートベルト着用率を７０%以上に、チャイルドシートの使用率を全国の平

均以上に引き上げることを目指します。 

シートベルトを着用していた場合と非着用の場合は、致死率に極めて大きな差がある

ことから、「シートベルト着用強化月間」の実施など、重点的な広報活動や街頭での指

導取締りを通じ、シートベルト着用の徹底を図っていきます。 

 

（４）飲酒運転の根絶 

○平成２７年までに飲酒運転による交通事故発生件数ゼロを目指します。 

飲酒運転根絶の取り組みを更に進めるため、地域、職場等への飲酒運転の実態とそ

の危険性の広報啓発やハンドルキーパー運動の普及啓発を図っていきます。 

また、悪質性、危険性の高い飲酒運転の取締りを強化し、飲酒運転の根絶に向けた

取り組みを積極的に推進します。 
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２ 道路交通の分野別施策 

（１）道路交通環境の整備 

交通安全の推進には、一人一人の意識が重要であることは言うまでもないことですが、

人と車が安全で円滑に通行できる道路や施設など道路交通環境の整備が不可欠です。 

そのため、道路の整備、交通安全施設の整備、駐車対策、公共交通機関の利用推

進など、道路交通環境の整備を推進します。 

 

（２）交通安全教育の普及徹底 

交通安全の推進には、一人一人が交通ルールを守り、正しい交通マナーを実践する

ことが重要です。 

そのため、各世代において、段階的かつ体系的な交通安全教育を推進し、交通安全

に関する普及啓発活動を推進していく必要があります。 

市では、交通安全教育の推進を図るとともに、家庭や学校、職場などの地域ぐるみで

の交通安全意識の高揚を図り、効果的な啓発活動の充実、強化に努めます。 

 

（３）安全運転の確保 

運転者の能力や資質の向上は、交通事故防止に重要であることから、運転者に対す

る運転者教育等の充実を図ります。 

また、企業・事業所等が交通安全に果たすべき責任を重視し、企業・事業所から自主

的な安全運転管理対策の推進及び自動車運送事業者等の行う運行管理の充実を図る

とともに、交通労働災害の防止等を図るための取り組みを推進します。 

 

（４）車両の安全性の確保 

交通安全のためには、道路交通環境の整備、運転者や歩行者の意識啓発のほか、

車両自体の安全性も求められることから、自動車の検査や点検、整備体制の充実等に

より、整備不良車や基準不適合車の排除を推進することで、車両の安全性の確保を図

ります。 
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（５）道路交通秩序の維持 

交通事故実態を的確に分析し、死亡事故等重大事故に直結する悪質・危険性、迷

惑性の高い違反に重点を置いた交通指導取締りを推進します。 

また、交通の安全と円滑を確保するために、交通事故実態に即した交通規制を推進

していきます。 

 

（６）救助・救急活動の充実 

交通事故による負傷者の救命を図り、その被害を最小限に抑えるため、救助・救急

体制の整備と救急医療体制の整備を図ります。 

 

（７）交通事故被害者支援の推進 

交通事故被害者等は、精神的にも大きな打撃を受けている上、交通事故の知識や

情報が乏しいことが少なくないことから、交通事故に関する相談を受けられる機会を充

実させるとともに、交通事故の概要、被害者支援を積極的に推進します。 

 

 

３ 踏切道の安全についての施策 

踏切事故は一たび発生すると重大な結果をもたらすものであることから、道路管理者

や鉄道事業者等、関係機関との連絡を密にし、各踏切の状況等を勘案し、より効果的

で総合的な対策を講じます。 
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第２部  推進施策 
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Ⅰ 重 点 施 策 

 

第１章 高齢者の交通事故防止 

１ 道路・交通安全施設等の整備 

（１）人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

ア 歩行空間のバリアフリー化の推進 

バリアフリー新法に基づき誰もが安全で快適な移動ができるようにするために、音響

式信号機や信号灯器のＬＥＤ化等を推進するほか、重要な道路のバリアフリーを図りま

す。 

イ 障害者や高齢者などが安心して通行できるバリアフリー化された歩行空間の整備 

障害者・高齢者の利用が多い公共的施設（官公庁、公共交通機関の施設、病院等）

周辺の歩道や信号機等の整備を図ります。 

 

（２）高齢者の視点を生かした道路整備 

安全な道路交通環境の整備に当たっては、道路を利用する人の視点を生かすことが

重要なことから、地域住民や道路利用者の主体的な参加の下に交通安全施設等の点

検を行う「交通安全施設点検」、「交通安全総点検」を積極的に推進します。 

 

２ 事故防止対策の推進 

（１）交通事故の多発区間・交差点・単路での重点的な事故対策 

ア 事故危険箇所における重点対策の実施 

幹線道路において死傷事故が多発している交差点・単路について、道路管理者及

び公安委員会が連携して事故抑止対策を推進します。 

イ 高齢者の街頭指導等の推進 

高齢の歩行者・自転車利用者に対する保護誘導や街頭指導を推進します。 

 

（２）高齢者の特性に応じた効果的対策の推進 

高齢者が関与する交通事故の発生状況等から、高齢者の身体特性あるいは行動特

性を加味し、総合的な交通事故防止対策を関係機関・団体と連携して推進します。 

 

３ 教育・啓発の推進 
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（１）高齢者に対する交通安全教育の充実 

ア 電動車いす利用者に対する交通安全教育 

高齢化社会の進展にともない、今後、歩行が困難な高齢者の社会参加手段の一つと

して、電動車いす利用者の増加が予想され、それに伴う電動車いすに係る交通事故の

増加が懸念されます。 

このことから、電動車いすの安全利用、マナー向上のための参加・体験・実践型交通

安全教育を推進します。 

イ 参加・体験・実践型交通安全教育の推進 

高齢者自身、加齢に伴う身体機能の変化が道路における行動（道路横断、危険回避

のための安全確認等）に及ぼす影響等について理解を深めるため、地域サロン・自治

会・老人クラブ等の会合を通して、交通安全教育資機材等を活用した参加・体験・実践

型交通安全教育を推進します。 

また、交通ルール等に関する理解が十分でないものに対して、歩行者の心得、自転

車利用者の心得等について理解を深めるための交通安全教育を推進して、高齢者の

事故防止を図ります。 

ウ 高齢者による県民運動の実施 

高齢者が自ら参加して「事故にあわない、起こさない」意識を醸成する「いきいきクラ

ブチャレンジ１００」等の県民運動を支援します。 

エ 反射材の普及促進 

夜間の交通事故を防止するためには、全年齢層にわたる歩行者や自転車利用者が

反射材を活用して自らの視界性を高めることが必要ですが、特に高齢者が夕暮れから

夜間にかけて道路を横断中に交通事故に遭うケースが多いことから、交通安全協会等

関係機関・団体と連携し反射材用品の普及促進に取り組みます。 

オ 安全な運転を行うために必要な技能と知識の習得 

運転適正検査車の活用や交通安全関係機関等と連携した高齢運転者スクールの開

催により、高齢運転者の受講機会の拡大を図るとともに運転適正指導及び運転技能指

導を推進します。 

 

（２） 高齢運転者対策の推進 

高齢者が加害者となる事故防止対策として，高齢者運転免許証自主返納者支援制
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度を実施し、運転に不安を感じる高齢者が運転免許証を返納しやすい環境を整えると

ともに、交通安全教室や各種会合において支援施策を広報します。 

 

（３）地域・家庭ぐるみの交通安全運動の推進 

地域・家庭ぐるみで、子どもから大人、そして高齢者まで社会全体が高齢者を交通事

故から守るという風潮を生み出し、総合的な交通安全教育の普及促進を図るために次

の取り組みをします。 

ア 市民参加型としての交通安全運動の充実 

各季の交通安全運動等の実施に当たり、事前に、運動の趣旨、実施期間、重点、実

施計画について広く市民に周知することにより、市民参加型の交通安全運動等の充実

を図ります。また、効果的な運動を推進するため、地域に密着したきめ細かい活動が期

待できる民間団体及び交通ボランティアの参加促進を図り、参加・体験・実践型の交通

安全教室の開催等により、交通事故を身近なものとして認識できるよう運動を展開しま

す。 

イ 重点としての積極的取り組み 

交通安全運動等実施の際に、「高齢者の交通事故防止」を運動の重点として積極的

に取り上げ、広く市民に周知するとともに、高齢者交通安全推進員、交通安全指導員、

交通安全関係機関・団体、市民等が一体となって、高齢者の交通事故防止に取り組み

ます。 

 

（４）安全意識・保護意識の啓発強化 

ア ライト早め点灯運動等の推進 

日没時間の早まる秋以降、夕暮れ時から夜間にかけて高齢者等が道路を歩行中に

交通事故に遭う危険が高まることから、車両運転者に対し前照灯（ライト）の早め点灯の

呼びかけを行うほか、前照灯のこまめな切り替えによる前方への意識集中を高める運転

を推進します。 

イ 高齢運転者標識（高齢者マーク）を付けた車両に対する保護意識の醸成 

運転免許取得者の中で、７０歳以上の高齢者は、身体機能の低下が運転に影響を

及ぼすおそれがある場合には、高齢者マークを付けて自動車を運転するよう広報啓発

を図ります。また、市民に対しこれら高齢者マークを付けた車両に対する保護意識の醸

成に努めます。 
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ウ 安全速度についての正しい理解の促進 

規制速度の範囲内であっても、道路や交通の状況、天候や視界などを考慮して、交

通事故が発生しない安全な速度で走行するという「安全速度」の考え方の正しい理解と

定着化が図られるよう、交通安全教育及び各種広報媒体を活用した広報啓発に努めま

す。 

エ 高齢者の交通事故防止ための広報 

高齢者自身の安全意識の醸成と高齢者への保護意識を強化するために、高齢者の

交通事故の特徴等を幅広く広報します。 
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第２章 歩行者及び自転車の安全確保 

 

１ 歩行者及び自転車の安全で快適な通行のための環境の整備 

 （１）歩行空間の整備・改良     

ア 歩行者が安心・安全に利用できる歩行空間整備の推進 

バリアフリー化された歩道の整備、市街地の幹線道路の無電柱化、信号灯器の 

ＬＥＤ化、音響式信号機の設置や道路標識の大型化など、道路管理者と公安委員会が

一体となった交通安全施設等の整備・改良を推進します。 

イ 通学路等の歩道整備等の推進 

歩道の整備に限らず、路肩のカラー舗装や防護柵設置等の簡易な方法を含めて、

安全・安心な歩行者動線を確保します。特に、小学校や幼稚園等に通う児童や幼児の

通行の安全を確保するため、通学路等の歩行空間の整備を積極的に推進します。 

ウ 歩行者のための道路空間の整備 

バイパスの整備により、生活道路への車の流入を減らすとともに、自動車、自転車、

歩行者等の異種交通の分離を推進します。 

 

 （２）自転車空間の設置・改良     

歩行者及び自転車利用者の安全と生活環境の改善を図るため、自転車の通行を歩

行者や自動車と分離するための自転車道の設置等、道路交通の安全に寄与する道路

の改良事業を推進します。 

 

 

２ 事故防止対策の推進 

 （１）事故防止のための道路占用の適正化  

ア 道路占用の適正化 

歩行者の通行が円滑に行えるように道路の占用の許可に当たっては、道路の構造を

保全し安全な道路交通を確保するため、適正な運用を行うとともに、許可条件の履行、

占用物件等の維持管理の適正化について指導します。 

イ 不法占用物件の排除等 

道路交通に支障を与える不法占用物件については、その実態把握に努めるとともに
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道路管理者と公安委員会が連携を図りながら、市街地を重点に是正します。 

特に、歩道上における不法占用物件については、歩行者の通行の支障となり危険で

あるため、指導等により排除します｡ 

 

 （２）自転車利用環境の総合整備  

増加している歩行者と自転車の事故等への対策として、歩行者・自転車・自動車の

交通量に応じて、歩行者・自転車・自動車の適切な分離を図り、安全で快適な自転車

利用環境の整備を推進します。 

 

３ 教育・啓発の推進 

 （１）効果的交通安全教育の推進 

ア 各年齢層に応じた参加・体験・実践型交通安全教育の推進 

受講者が安全に道路を通行するために必要な技能及び知識を習得し、かつ、その

必要性を理解できるようにするため、各年齢層の特徴をとらえた参加・体験・実践型の

交通安全教育を積極的に実施します。 

また、普段、交通安全教育を受ける機会の少ない高齢者等については、対象者が集

まる場所へ出向いて行う出前・出張型の交通安全教育を積極的に実施するほか、家庭

訪問による個別指導に努めます。 

イ 学校における安全教育の推進  

交通安全教室を開催し、歩行者・自転車それぞれの立場で交通ルールとマナーを守

るよう指導します。 

 

 （２）交通安全運動を通じた意識啓発 

各季の交通安全運動等の実施に当たっては、事前に、運動の趣旨、実施期間、重

点、実施計画について広く市民に周知することにより、市民参加型の交通安全運動等

の充実を図ります。 

 

 （３）安全速度の励行と定着化 

「安全速度」とは、「規制速度の範囲内であっても、道路や交通の状況、天候や視界

などを考慮して、交通事故が発生しない安全な速度で走行すること」であり、正しい理解

と定着化が図られるよう、交通安全教育及び各種広報媒体を活用した広報啓発に努め
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ます。 

 

 （４）広報・普及活動の強化 

ア 歩行者や自転車の交通ルールについて理解を深めるため、交通安全の広報に当たっ

ては、広報紙、インターネット、メール等の広報媒体を活用するほか、家庭、学校職場、地

域等と一体となった広報キャンペーンの実施や、関係機関・団体を通じて積極的に推進し

ます。 

イ 自転車利用者の交通ルール遵守及びマナーの向上のため、一時停止・安全確認等の

励行、歩道通行時におけるルール・マナー、夜間における灯火の点灯・反射材の取付け、

さらには幼児用ヘルメット着用等の安全利用に関する広報啓発活動を強化します。 

 

４ 自転車利用者に対する指導の推進 

自転車利用者による無灯火、二人乗り、信号無視、一時不停止及び歩道通行者に

危険を及ぼす違反等に対し積極的に指導警告を行います。 

 

５ 歩行者・自転車に対する保護の推進 

横断歩道等を横断し、または横断しようとする歩行者、自転車利用者の通行を妨げる

歩行者妨害等違反の取締りを強化します。 
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第３章 シートベルト着用の徹底 

１ 着用意識の普及啓発 

（１）交通安全教育を通じた着用意識の啓発 

ア 各年齢層に対するシートベルト着用意識の醸成 

交通安全意識を向上させ交通マナーを身につけるためには、人間の成長過程に合

わせた生涯にわたる学習を促進し、市民一人一人が交通安全の確保を自らの課題とし

て捉えるよう意識の改革を促すことが重要です。 

各種研修会等において各世代に対し、自動車の特性に関し理解を深めるとともに、

自動車乗車中に交通事故が発生した場合のシートベルトの被害軽減効果を指導し、正

しく着用できるよう意識啓発を図ります。 

イ 学校等におけるシートベルト着用の指導 

児童生徒の自動車同乗中における負傷者が多発していることから、小学校等におい

て、シートベルトの正しい着用と有効性について指導を行います。 

 

（２）交通安全運動での重点的取り組みの推進 

交通安全運動の重点として、シートベルト全座席着用及びチャイルドシートの使用徹

底について呼びかけるとともに、参加・体験・実践型の交通安全教室等の開催により、

シートベルト（チャイルドシート）の着用効果及び正しい着用方法について理解を深める

よう指導します。 

 

（３）広報・普及活動の強化 

ア 効果的な広報の実施 

シートベルト等の着用効果及び正しい着用方法について理解を深めるため、市広報

紙等を活用し広く広報します。 

イ 後部座席等におけるシートベルト着用の推進 

車外放出事故の発生実態に鑑み、シートベルトの着用効果及び正しい着用方法に

ついて理解を求め、後部座席を含めた着用の推進を図ります。 

ウ 幼稚園や病院等と連携したチャイルドシート着用の広報啓発・指導 

関係機関・団体との連携により、チャイルドシートの着用効果及び正しい使用方法に

ついて、自治体、幼稚園、保育所、病院等との連携により、保護者等に対して効果的な
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広報啓発を推進し、正しい使用の徹底を図ります。 

 

 

２ 交通指導取締りの強化 

シートベルトの着用及びチャイルドシートの使用に係る違反について、街頭における

交通指導取締りを徹底します。 
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第４章 飲酒運転の根絶 

１ 飲酒運転根絶に向けた規範意識の確立 

（１）交通安全運動での取り組みの推進 

各季の交通安全運動において、飲酒運転の根絶について呼びかけるとともに、参

加・体験・実践型の交通安全教室等の開催により、飲酒運転の危険性や飲酒事故の実

態を周知し、飲酒運転の危険性について理解を深めます。 

 

（２）広報・普及活動の強化 

飲酒運転の危険性について理解を深めるため、飲酒運転による交通事故の実態等

の周知に努めます。飲酒運転防止の広報に当たっては、広報紙、インターネット、メー

ル等の広報媒体を活用するほか、家庭、学校職場、地域等と一体となった広報キャン

ペーンの実施や、関係機関・団体を通じて積極的に推進します。また、取り組みを更に

進めるため、地域、職場等への飲酒運転の危険性や実態の広報啓発やハンドルキー

パー運動の普及啓発、自動車運転代行の活用等を広報します。 

 

（３）関係機関との連携強化 

ア 自動車運送事業者に対する指導監督  

事業用自動車に係る総合的安全対策検討委員会とりまとめの「事業用自動車総合安

全プラン２００９」（平成２１年３月策定）を踏まえて法令改正され、新たに義務付けられた

「自動車運送事業者における点呼時のアルコール検知器の使用」の徹底を図り、事業

用自動車に係る飲酒運転ゼロを目指します。 

イ 悪質危険な運転者の早期排除等 

運転者の知識、技能の欠落による道路交通法上の危険を防止するため、行政処分

制度を適正かつ効果的に運用し、道路上から悪質危険な運転者の早期排除を図りま

す。 

 

２ 交通指導取締りの強化 

飲酒運転根絶のための積極的な取締りを推進するとともに、飲酒運転周辺者三罪

（車両等提供罪・酒類提供罪・同乗罪）を中心とした背後責任の事件捜査強化を図りま

す。  
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Ⅱ 分 野 別 の 施 策 

 

第１章 道路交通環境の整備 

１ 道路等の整備 

（１）歩道・自転車歩行車道の整備 

  ア 歩行者のための道路空間の整備 

通学路等の歩行者の安全を確保する必要のある区間について、歩道等の整備を図

ります。 

  イ 自転車の安全な通行の確保 

歩行者及び自転車の安全で快適な通行を確保する必要がある区間について、自転

車道歩行者道の整備を図ります。 

 

（２）交差点の改良 

ア 適正な道路標示 

交差点における安全で円滑な交通の確保を図るため、関係機関と連携を図りながら

路面標示を適正に行い、交差点のコンパクト化を図ります。 

イ 交差点の改良 

交差点及びその付近における交通事故の防止と交通渋滞の解消を図るため、交差

点のコンパクト化を図ります。 

 

（３）道路機能の分離分散化等による交通安全の確保 

ア 人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

バリアフリー新法に基づきだれもが安全で快適な移動ができるようにするために、音

響式信号機や横断時間延長機能を付加したバリアフリー対応型信号機の整備、信号

灯器のＬＥＤ化等を推進するほか、重要な道路のバリアフリーを図ります。 

イ バイパス・環状道路の整備による交通の分離分散 

市街地や、交通結節点に集中する自動車交通を分散させ、交通混雑を緩和するた

めバイパス等の整備を行います。 

ウ 公共交通機関、駅等の交通拠点へのアクセス整備 

交通の円滑化を図るため、駅や高速道路のインターチェンジといった交通拠点への
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アクセス道路の整備を推進します。 

エ 安全・安心な道路環境の整備 

歩行者や車が安心して通行できる道路や歩道の整備を推進します。 

 

 

２ 交通安全施設等の整備による交通安全の推進 

（１）人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

ア 歩行者及び自転車の安全な通行の確保 

信号機の新設・高度化、信号灯器のＬＥＤ化やバリアフリー化された歩道の整備、道

路標識の大型化など公安委員会と道路管理者が一体となった交通安全施設等の整備

及び横断歩道や歩行者用道路等の必要な交通規制を実施します。 

イ 安心して通行できるバリアフリー化された歩行空間の整備 

障害者・高齢者の利用が多い公共的施設（官公庁、公共交通機関の施設、病院等）

周辺の歩道や信号機等の整備を図ります。 

 

（２）標識等の整備 

ア 見やすく分かりやすい道路標識の整備 

時間別・車種別等の交通規制の実効を図るため、視認性、耐久性に優れた大型標

識や路側式可変標識の整備及び見やすく分かりやすい道路標識の整備を図ります。 

イ 分かりやすく使いやすい道路交通環境の整備 

分かりやすく使いやすい道路交通環境を整備し、安全で円滑な交通の確保を図るた

め、道路・交通等に関する情報を迅速かつ的確に提供する道路情報提供装置や、利

用者のニーズに即した分かりやすい案内標識の整備を推進します。 

ウ 夜間事故対策 

多発している夜間死亡事故に対処するため、道路照明・視線誘導標等を設置し夜間

事故の防止対策を行います。 

 

（３）横断施設の整備 

道路の新設・改築に当たり、特に歩行者の安全を確保する必要がある場合には、スロ

ープ式や昇降施設の付いた立体横断施設を整備します。 
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（４）高齢者・障害者の自立した日常生活及び社会生活の確保のための交通安全施 

  設等の整備 

駅、公共施設、福祉施設、病院等の周辺を中心に、平坦性が確保された幅の広い歩

道の確保、高齢者、障害者等の通行の安全と円滑化を図り、バリアフリー化を推進しま

す。 

 

（５）通学路、通園路の安全設備・施設の整備 

通学路について、重点的に歩道整備を進めるとともに、押しボタン式信号機や歩行

者用道路の交通規制等の安全設備の整備を進めます。 

 

（６）高速道路における安全施設・交通環境の整備 

道路管理者と連携を図り、インターチェンジから本線への逆走防止のための適正か

つ明確な進入禁止標識等の整備を推進します。 

 

（７）交通流の実態を踏まえた安全設備・施設の整備 

ア 信号機の高度化 

交通流の実態を的確に把握し、予想される変動に対応した信号制御を行うため、系

統化、閑散時押ボタン化、半感応化、多現示化等の信号機の高度化を図ります。 

イ 死傷事故率の低減 

だれもが安全で快適な社会生活を営むことができるように、交通事故の削減を図るた

め、道路整備や交通安全施設等の整備を図ります。 

 

（８）その他の交通安全施設等の整備 

ア 交通安全緊急施設整備の実施 

交通死亡事故等が発生した箇所に対し、必要がある場合は緊急に交通安全施設整

備を行い、早急に交通の安全の確保を図り、再発防止に努めます。 

イ 農道における交通安全施設等の整備 

農村地域の都市化や混住化に伴い、通勤・通学などの生活道路としても利用される

農道について、安全施設の整備を推進します。 

 

 

３ 道路使用の適正化 
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（１）道路使用、占用の適正化の推進 

ア 工事業者等に対する指導の徹底等 

道路における工事等の道路使用については、道路管理者と連携を図りながら工事業

者等に対する交通の安全と円滑の確保についての指導の徹底及び許可条件の履行状

況の確認と指導等による適正化を図り、交通の安全と円滑を確保します。 

イ 道路占用の適正化 

道路の占用の許可にあたっては、安全かつ円滑な道路交通を確保するために適正

な運用を行うとともに、許可条件の履行、占用物件の維持管理の適正化について指導

します。 

 

（２）不法占用物件の排除 

道路交通に支障を与える不法占用物件等については、その実態把握に努めるととも

に市街地を重点に、特に歩道上における不法占用物件については歩行者等の通行の

障害となり危険であるため、強力な指導等による排除を行います。 

 

 

４ 総合的な駐車対策の推進 

（１）駅周辺の駐輪場整備 

駅前広場内または周辺において駐輪場を整備し、放置自転車を解消して歩道空間

を確保します。 

 

（２）違法駐車対策の推進 

違法な駐停車が交通渋滞等交通に著しい危険と迷惑を及ぼしている路線・交差点お

いては、悪質・危険性、迷惑性の高い違反に重点を置いた取締りを行うとともに、重点

的かつ効果的な違法駐車対策を推進します。 

 

５ ＴＤＭ（交通需要マネジメント）の推進 

（１）公共交通機関の利用促進 

ア 公共交通機関の利便性向上に資する道路、駅前広場整備 

駅、バス停へのアクセス道路の整備を進め、公共交通機関の利便性の向上とともに、

特に朝夕の交通渋滞の軽減を図ります。 
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また、駅前広場（バスロータリー、駐車場、駐輪場、タクシースペース）、駅自由通路を

整備することにより、バス、自動車、自転車から鉄道への乗り換えについて利便性を向

上させ、公共交通機関の利用を促進します。 

イ 公共交通機関利用の促進 

市民だれもが容易に市内を行き来できるよう、市営バス運行の一層の効率化を図ると

ともに市外への移動の利便性向上のため、ＪＲや路線・高速バスなどの公共交通機関と

のアクセスを強化し、関係機関にダイヤ編成の協議や増便の働きかけなどを行います。 

また、市内にあるＪＲ３駅と安田インターチェンジに隣接する市営駐車場を利用したパ

ークアンドライド（*）による公共交通機関への利用促進を図ります。 

（*）パークアンドライド：最寄りの駅や停留所、目的地の手前まで自家用車で行って

駐車し、そこから鉄道やバスに乗り継ぐ移動方式。 

 

 

６ その他の道路交通環境の整備 

（１）道路利用者の視点を活かした道路交通環境整備 

安全な道路交通環境の整備に当たっては、道路を利用する人の視点を活かすことが

重要であることから、市民や道路利用者の主体的な参加の下に交通安全施設等の点

検を行う「交通安全施設点検」、「交通安全総点検」を積極的に推進します。 

 

（２）市民との協働による交通安全の推進 

交通安全施設の整備や交通規制の実施については、市民の意見・要望を反映させ、

かつ納得の得られるよう整備を推進します。 
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第２章 交通安全教育の普及徹底 

１ 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

（１）幼児に対する交通安全教育 

幼児に対して交通安全の基本的なルールやマナーを習得させるため、教材等を有

効に活用し幼児にわかりやすく指導します。 

 

（２）小学生に対する交通安全教育 

小学校では、歩行者及び自転車利用者として必要な知識と技能を習得させ、安全な

行動ができる態度や能力を育成するよう、実技指導を含む実践的な指導を行います。 

 

（３）中学生に対する交通安全教育 

中学校では、歩行者としての安全な行動、自転車の正しい利用、交通事情や交通法

規等に関する基本的事項の理解を深め、安全に行動できる態度や能力を育成するよう

指導します。特に自転車の利用について、交通ルールとマナーを重点的に指導します。 

 

（４）高校生に対する交通安全教育 

高等学校では、交通社会における交通マナーを身につけさせます。特に、自転車・

二輪車及び自動車等の安全な利用に関する事項を、生徒や地域の実情に応じて計画

的・組織的に取り上げ、交通安全に関する意識の高揚と実践力の向上を図ります。 

 

（５）成人に対する交通安全教育 

運転者としての社会的責任の自覚、安全運転に必要な技能及び知識、特に危険予

測・回避の能力の向上、交通事故被害者の心情等交通事故の悲惨さに対する理解、

交通安全意識・交通マナーの向上を図るため、関係機関・団体と連携して運転者教育

（講習）を推進します。 

 

（６）高齢者に対する交通安全教育 

高齢者自身、加齢に伴う身体機能の変化が道路における行動（道路横断、危険回避

のための安全確認等）に及ぼす影響等について理解を深めるため、交通安全教育資

機材等を活用した参加・体験・実践型交通安全教育を推進します。 

また、交通ルール等に関する理解が十分でないものに対して、歩行者の心得、自転
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車利用者の心得等について理解が深まるよう交通安全教育を推進して、高齢者の事故

防止を図ります。 

 

 

２ 効果的な交通安全教育の推進 

（１）交通安全講習会・研修会の充実 

ア 各対象に応じた教材・資料の提供 

各対象に応じた効果的な交通安全教育を推進するため、各指導用参考資料等を配

布するとともに、交通安全教育の在り方や実践に関する調査・研究を進めます。 

イ 交通安全研修会等 

 (ｱ) 幼児交通安全教育指導者研修会 

幼児教育の指導者を対象に実施される研修会に参加し、保育園（所）・幼稚園等に

おける交通安全教育の充実を図ります。 

 (ｲ) 交通指導員研修会 

交通安全指導員及び市交通安全対策担当者を対象にした研修会に参加し、交通安

全教育の充実を図ります。 

 

（２）教材資料の充実 

ア 教材等の充実及び効果的な教育手法の開発・導入 

交通安全教育の推進に当たり、各機関・団体で交通安全教育に関する情報を共有し、

交通安全教育に用いる資機材の貸与、講師の派遣及び情報の提供等、相互の連携を

図りながら交通安全教育を推進します。 

イ 積極的な情報提供及び資機材の貸与 

交通安全教育を行う機関・団体に対し、その求めに応じて資機材を貸与し、また交通

安全教育に関する情報を積極的に提供します。 
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３ 地域社会における交通安全意識の高揚 

（１）家庭、学校、職域における交通安全教育活動の推進 

ア 地域における高齢者交通安全教育の推進 

市の高齢者交通安全推進員の活用を促進するとともに、交通安全指導員、関係機

関・団体と連携し、地域ぐるみでの高齢者に対する交通安全教育活動の推進を図りま

す。 

イ 交通の安全に関する民間団体等の主体的活動の促進 

交通安全を目的とする民間団体については、交通安全指導者の養成及び諸行事に

対する援助並びに交通安全に必要な資料の提供を行うなど、その主体的な活動を促

進します。 

ウ 学校における交通安全活動の推進 

・ 小学校、中学校において、積極的に交通安全教育を推進するとともに、地域、関係

機関・団体と連携し、効果的な交通安全活動を推進します。 

・ 高等学校において、積極的に交通安全教育を推進するとともに、二輪車実技講習会

の実施や無事故・無違反運動の推進を図ります。 

・ 小学生の新入学児童全員に黄色い安全帽やランドセルカバー、交通安全協会交通

安全マスコット「アンピーちゃん」等を贈り、交通事故防止活動の推進を図ります。 

 

（２）地域ぐるみの交通安全運動の推進 

ア 市民参加型の交通安全運動の充実・発展 

交通安全意識の高揚と交通安全の習慣づけを図るため、ドライバーを対象とした 

１００日間無事故・無違反を競い合う県民運動を支援します。 

イ 交通安全家庭の日 

「交通安全は家庭から」をテーマに昭和５７年に新潟県が制定した毎月１０日の「交通

安全家庭の日」をさらに普及推進し、家庭における交通安全意識の高揚を図ります。 

ウ シートベルト・チャイルドシート着用強調週間の普及 

毎月４日から１０日を「シートベルト・チャイルドシート着用強調週間（シートの日）」とし、

普及啓発に努めます。 
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エ 民間及び交通ボランティアの参加促進 

地域に密着したきめ細かい活動が期待できる民間団体及び交通ボランティアの参加

促進を図り、参加・体験・実践型の交通安全教室の開催等により、交通事故が身近なも

のとして意識される交通安全活動を促進します。 

 

（３）効果的な広報の実施 

交通安全に関する広報については、市広報紙等を活用して、交通事故等の実態を

踏まえた広報、日常生活に密着した内容の広報を行います。 

 

 

４ 交通安全に関する普及啓発活動の推進 

（１）交通安全運動の推進 

春・秋の全国交通安全運動及び夏・冬の交通事故防止運動において、広く市民に通

安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣づ

けるとともに、市民自身による道路交通環境の改善に向けた取り組みを推進し、市民各

層への積極的な参加を呼びかけます。 

 

（２）自転車の安全利用の推進 

自転車利用者の交通ルール遵守及びマナーの向上のため、一時停止・安全確認等

の励行、歩道通行時におけるルール・マナー、夜間における灯火の点灯・反射材の取

付け等自転車の安全利用に関する広報啓発を強化します。 

 

（３）反射材の普及促進 

夜間における歩行者及び自転車利用者の事故防止に効果が期待できる反射材の普

及を図るため、積極的な広報啓発を推進するとともに、反射材の視認効果、使用方法

等について理解を深めるため、参加・体験・実践型交通安全教育の実施等を推進しま

す。 



33 

第３章 安全運転の確保 

１ 運転者教育等の充実 

（１）運転者教育の充実 

ア 免許取得時における教育の充実 

自動車教習所における教習等において、危険な道路環境、交通状況に適応した運

転及び交通事故発生時の応急救護ができるよう免許取得時教育の充実を図ります。 

イ 運転免許更新時講習等の充実 

高齢者講習は、受講者に対する再教育が効果的に行われるよう、講習設備の充実を

図るほか、講習内容及び講習方法の充実に努めます。 

 

（２）二輪車安全運転対策の推進 

ア 免許取得時講習の充実 

自動車教習所における教習等において、二輪車の運転に係る危険の予測、安全な

運転に必要な技能及び知識等が身に付くよう取得時講習の充実を図ります。 

イ 指定自動車教習所における交通安全教育の充実 

指定自動車教習所を地域の交通安全センターに位置付け、自動二輪車安全運転講

習及び原付講習等の充実に努めます。 

 

 

２ 事業者に対する安全運転管理の指導 

（１）安全運転管理の充実 

安全運転管理者及び副安全運転管理者の資質及び安全意識の向上を図るとともに、

事業所内で交通安全教育指針に基づいた交通安全教育が適切に行われるよう指導に

努めます。 

 

（２）自動車運送事業者等の行う運行管理の充実 

運行管理者等に対する指導講習について、事故情報の多角的分析の結果の活用

等により、講習内容を充実するとともに、講習水準の向上を図り、過労運転・過積載の

防止等運行の安全を確保するための指導の徹底を図ります。 
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第４章 車両の安全性の確保 

１ 車両の安全性の確保 

（１）自動車点検整備の充実 

ア 自動車点検整備の推進 

自動車ユーザーの保守管理意識を高揚し、点検整備の確実な実施を図るため、「自

動車点検整備推進運動」を支援するなど、自動車ユーザーによる保守管理の徹底を促

進します。 

イ 不正改造車の排除 

道路交通に危険を及ぼすなど社会的問題となっている暴走族の不正改造車や過積

載を目的とした不正改造車等を排除し、自動車の安全運行を確保するため、「不正改

造車を排除する運動」を支援し、広報活動を推進することにより、不正改造防止につい

て、自動車ユーザー及び自動車関係事業者等の認識を高めます。 

 

（２）自転車の安全性の確保 

ア 点検整備及びＴＳマークの普及促進 

点検整備を受ける気運を醸成するとともに、点検整備を受けてＴＳマーク（*）を貼付し

た自転車に乗車するように指導、広報を推進します。 

（*） ＴＳマーク：自転車安全整備店の自転車安全整備士が点検整備し、道路交通法

に規定する普通自転車であることを確認して貼付するマーク。傷害保険及び賠償責任

保険が附帯されている。 

イ 灯火の取付けの徹底と反射材の普及促進 

夜間における交通事故の防止を図るため、灯火の取付けの徹底と反射材の普及促

進を図り、自転車の視認性向上を図ります。 
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第５章 道路交通秩序の維持 

１ 指導取締りの強化 

（１）交通事故防止に重点を置いた交通違反取締りの強化等 

ア 事故発生情況等に対応した効果的な交通指導取締りの推進 

交通事故の発生情況や道路交通環境等を分析し、飲酒運転、高速暴走運転及び交

差点関連違反等の交通事故に直結する悪質・危険性の高い違反や放置駐車違反等

の迷惑性の高い違反を重点に交通指導取締りを効果的に推進します。 

イ 街頭活動等の強化 

・歩行者・自転車利用者の保護誘導 

歩行者・自転車利用者に対する保護誘導活動や街頭指導を積極的に行う。 

・街頭監視活動の強化 

交通事故の多発する時間帯において、パトカーや警察官による街頭監視活動を強

化し、車両や歩行者に対する指導取締りを推進します。 

・自転車利用者に対する指導取締りの強化 

自転車利用者による無灯火、二人乗り、酒酔い運転、信号無視、一時不停止及び歩

道通行者に危険を及ぼす違反等に対し積極的に指導警告を行うとともに、これに従わ

ない悪質・危険な自転車利用者に対する検挙措置を推進します。 

 

（２）シートベルト着用義務違反及びチャイルドシート使用義務違反の指導取締りの

強化 

シートベルトの着用及びチャイルドシートの使用に係る違反について、街頭における

交通指導取締りを徹底します。 

 

（３）飲酒運転抑止対策の強化 

ア 飲酒運転取締りの強化 

飲酒運転による交通事故の多発している曜日、時間帯、場所や飲酒運転の車両の

通行が予想される路線を押さえた繁華街等周辺での検問や、パトカーや警察官による

街頭監視活動を強化し、飲酒運転の抑止を目的とした効果的かつ計画的な指導取締り

を推進します。 
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イ 飲酒運転追放気運の高揚 

広報紙や各種交通安全教室、交通安全イベント等において、飲酒運転の危険性や

事故実態の周知に努めるとともに、交通安全関係者や安全運転管理者を通じて、地域、

職域における飲酒運転追放気運の高揚を図ります。 

ウ 関係機関・団体等の連携強化 

関係機関・団体等と連携を強化するとともに、酒の製造・販売業者、酒類提供飲食店、

駐車場関係者等に対する働きかけを強化し、特に、駐車場を備えた酒類提供飲食店等

については個別に訪問し、酒類提供時に運転しないことを確認するなど、飲酒運転防

止に積極的に取り組むよう要請します。 

 

（４）暴走族対策の強化 

ア 暴走族に対する指導取締りの強化 

暴走族に対しては、装備資機材の導入及び効果的な活用を図り、改正道路交通法

の共同危険行為等の禁止規定をはじめ、あらゆる法令を適用して検挙を徹底します。 

イ 関係機関・団体等の連携強化 

関係機関・団体等と連携を強化するとともに、家庭、学校、職場と連携し、地域におけ

る暴走族追放気運の醸成を図ります。 

ウ 学校における暴走族対策 

小学校・中学校において、暴走行為の反社会性・危険性について認識を深めさせる

よう指導します。 

高等学校において、暴走行為の反社会性・危険性について認識を深めさせるととも

に、生徒に対する指導の充実を図ります。 

また、ＰＴＡに対し啓発・注意を喚起するとともに、家庭、関係機関・団体等と連携し、

暴走族追放気運の高揚を図ります。 

 

２ 駐車秩序の確立 

（１）新たな違法駐車対策法制による違法駐車対策 

ア 駐車規制の見直し 

新たな違法駐車対策法制により、従来以上に悪質で危険性、迷惑性の高い違反に

取締りの重点を指向する必要があることから、駐車実態や地域住民の意見・要望を踏ま
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えた駐車規制を見直します。 

イ 新たな違法駐車対策法制による対策の推進 

運転者の責任を追及できない放置車両について、当該車両の使用者に対する放置

違反金納付命令及び繰り返し放置違反金納付命令を受けた使用者に対する使用制限

命令の積極的な活用を図り、使用者責任を強力に追及します。 

 

（２）違法駐車締め出し気運の醸成・高揚 

違法駐車の排除及び自動車の保管場所の確保等に関し、市民への広報・啓発活動

を行うとともに、市民の理解と協力を得ながら違法駐車締め出し気運の醸成・高揚を図

ります。 
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第６章 救助・救急活動の充実 

１ 救助・救急環境の整備拡充 

（１）大規模事故発生時の集団救助救急体制の整備 

大規模道路交通事故等により多数の負傷者が発生する事案に対処するため、医療

機関、消防機関等の連絡体制の整備及び救護訓練の実施等により、地域における広

域的な集団救助・救急体制の整備を推進します。 

 

（２）応急手当の普及・啓発活動 

ア 教育機関における応急手当の指導 

生徒、教職員、保護者等を対象とした応急手当の指導を充実させます。 

イ 心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進 

災害現場におけるバイスタンダー（現場に居合わせた人）による応急手当の実施によ

り、救命率の向上が期待できることから、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用も含めた

応急手当について、各種講習会や「救急の日」等の機会を通じて、普及啓発活動を推

進します。 

 

（３）プレホスピタルケアの充実 

プレホスピタルケア（救急現場及び搬送途上における救急救命処置）の充実のため、

消防機関において救急救命士を計画的に配置できるように養成を促進します。 

 

（４）救助・救急施設の整備の推進 

救助工作車、救助資機材の整備を推進するとともに、救急救命士等がより高度な救

急救命処置を行うことができるよう、高規格救急自動車、高度救命処置用資機材等の

整備を推進します。また、救助、救急活動の円滑な実施のため、救急医療情報収集装

置を含む消防緊急通信指令施設の適正管理を推進します。 

 

（５）救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実 

複雑多様化する救助・救急事象に対応すべく救助隊員及び救急隊員の知識・技能

等の向上を図るため、教育訓練の充実を推進します。 
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（６）医療関係機関の協力関係の確保 

傷病者の搬送及び医療機関による傷病者の受入れの迅速かつ適切な実施を図るた

め、「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」を遵守し、医療機関及び消防機

関等の関係機関における緊密な連携・協力関係の確保を推進するとともに、医療機関

内の受入れ・連絡体制の明確化等を図ります。 
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第７章 損害賠償の適正化を始めとした被害者支援の推進 

１ 交通事故相談業務の充実 

（１）交通事故相談所の活用及び充実 

県で交通事故の関連する様々な相談に応じるため、県庁に常設の交通事故相談所

を設け、専任の相談員を配置し相談に応じていることについて、広く市民に周知を図り

ます。 

また、市役所相談窓口では、他の相談窓口等と連携を図り、被害者等の相談窓口の

選択肢が広がるよう業務の充実を図ります。 

 

（２）警察による損害賠償制度の教示、交通事故相談 

警察署に交通事故相談窓口を設置し、事故概要等の情報提供、保険請求、損害賠

償請求制度の概要説明、被害者救済制度の紹介、各種窓口相談、被害者支援組織の

紹介等を行います。 

 

２ 自動車事故被害者等に対する援助措置の充実 

被害者救済対策事業等については、今後も各事業の内容の見直しを図りつつ、社

会的必要性の高い事業を充実していきます。 

自動車事故対策機構が行う交通遺児等に対する生活資金貸付、交通遺児育成基金

が行う基金事業など、広く市民に周知を図ります。 

 

３ 被害者の心情に配慮した相談業務の実施 

（１）被害者の心情に配慮した相談業務の実施 

交通事故被害者は時として心身の不安を抱え相談を受けるが、事務的にならず相手

により精神的ケアも考慮し、被害者の心情に配意した適切な相談業務を推進します。 

 

（２）警察における交通事故被害者対策の推進 

警察では、被害者等に対して交通死亡事故の概要、捜査経過、事件処理結果等の

情報を提供するとともに、刑事手続きの流れ等をまとめた「被害にあわれた方へ」を活用

します。特に、ひき逃げ事件、交通死亡事故等の被害者等については、被疑者の検挙、

送致状況、裁判の結果等を連絡する被害者連絡制度の充実を図ります。 
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また、被害者等からの加害者の行政処分に係る意見聴取等の期日や行政処分につ

いての問い合わせに応じ、適切な情報提供を図ります。 
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Ⅲ  踏切道の安全についての施策 

１ 踏切道の安全と円滑化を図るための措置 

踏切事故は、直前横断、落輪等に起因するものが多いことから、自動車運転者や自

転車利用者、歩行者など踏切道通行車に対し、安全意識の向上及び踏切支障時にお

ける非常ボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を図るための広報啓発を推進します。 



 

 


